予算要求資料
平成２７年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：成人病予防費
	事業名　新　全国がん登録データベース導入事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部保健医療課生活習慣病対策係　電話番号：058-272-1111（内2550）

E-mail： c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　368千円（前年度予算額：   －千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	368
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	368

	決定額
	368
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	368


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・現在、地域がん登録は都道府県ごとに実施されており、県内の44カ所の

協力医療機関から提供されたがん患者に関する情報（以下、「がん登録情報」という。）を登録している。
　　・平成25年12月13日に、がん登録等の推進に関する法律（以下、「がん登録法」という。）が成立し、これにより、これまで県独自で行ってきた地域がん登録は、すべての病院に届出義務が課された全国統一の方法となり、都道府県の役割も明確にされた。なお、がん登録法の施行は平成28年1月1日である。　
　　・都道府県の役割は、病院から届出されたがん患者に関する情報を審査及び整理し、がん登録法に規定されたがん登録情報を厚生労働大臣に提出しなければならないこととなる。
・全国統一のがん登録情報は、がん罹患率、死亡率の算出の他、がん医療を評価するために重要な情報であるため、正確に行う必要があるが、病院に届出義務があるため、岐阜県では90ヶ所から届出がだされ、審査整理すべきがん登録情報が増加する。

・そこで、正確、迅速に審査整理をするために、国立がん研究センターが提示する、全国がん登録データベースを利用することが必要である。
（２）事業内容
    全国がん登録事業導入に係る経費
　　　１．全国がん登録システム導入に係る周辺機器の調達
　　　　　全国がん登録実施にあたり、国立がん研究センターが作成、配布する
「全国がん登録データベース」を導入する。

導入にあたり、ＰＣ等の機器については国立がん研究センターから提
供されるため、システム関連周辺機器の調達を行う。
　　　２．全国がん登録の実施に伴う事業周知

　　　　　全国がん登録の開始に伴い、すべての病院の届出が義務化されるため

関係医療機関等への周知及び届出票等の配布を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　　がん登録情報の審査及び整理は都道府県がしなければならないことと

されており、かつ、正確ながん罹患情報等を収集することは、効果的なが
ん対策につながるため、県が本事業を実施することは妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
	260
	消耗品費、印刷製本費

	役務費
	108
	通信運搬費

	合計
	368
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・第２次岐阜県がん対策推進計画
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成２８年１月より開始される全国がん登録に向け、システムを導入するとともに、事業の周知を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	システムを導入する経費であること、単年度事業であることから、指標は設定できない。


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	がんによる死亡は、死亡者数全体の3割を占めており、死亡原因の1位となっており、がんへの対策は県民の健康寿命の延伸を図るうえで重要な課題である。効果的ながん対策の企画立案・評価を行うためには、がん登録によって得られるデータは必要であり、国立がん研究センターが提案するシステムを使用してより正確に把握することは欠かせないことである。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　全国がん登録実施にあたり、全国がん登録データベースを導入する必要性があるとともに、新たに届出義務が生じる病院に対しては事業の周知を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
導入経費であるため、平成27年度のみ経費が発生する。


